
　

９
月
定
例
会
で
は
、一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
企
業
会
計
決
算
の
認
定
議
案
15
件
と
第
53
号
議
案
が

決
算
特
別
委
員
会
に
付
託
さ
れ
、９
月
11
日
か
ら
13
日
の
３
日
間
に
わ
た
り
審
査
を
行
い
ま
し
た
。

歳入総額　657.8億円

61.5％

38.5％

使用料など
67.8億円
10.3%

交付金・譲与税
50.2億円
7.6%

諸収入
29.9億円
4.6%

繰入金
14.0億円
2.1%

地方交付税
52.3億円
7.9%

地方交付税
52.3億円
7.9%

国・県支出金
121.6億円
18.5%

市債
29.4億円
4.5%

歳入

一般会計の決算額一般会計の決算額

自
主
財
源

依
存
財
源

市税
292.6億円
44.5%

市民税、固定資産税など市民の
皆さんから納められる税金

国・県からの
補助金など

行政格差をなくす
ため国が交付する
お金

一
般
会
計
決
算
に
対
す
る
各
会
派
の
総
括
質
疑

決
算
認
識
を
問
う

決
算
特
別
委
員
会

【
問
】
市
政
全
般
に
お
け

る
決
算
の
認
識
は
。

【
答
】
人
口
減
少
へ
の
対

応
と
し
て
定
住
・
交
流
促

進
施
策
を
積
極
的
に
展
開

す
る
こ
と
に
よ
り
、
第
６

次
総
合
計
画
や
ま
ち
・
ひ

と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦

略
の
着
実
な
実
現
を
推
進

し
、
市
域
全
体
の
一
体
感

の
醸
成
や
将
来
を
見
据
え

た
行
財
政
運
営
に
取
り
組

ん
だ
。
30
年
度
に
は
、
子

育
て
支
援
施
策
の
充
実
や

東
三
河
広
域
連
合
に
よ
る

介
護
保
険
事
業
の
統
合
を

は
じ
め
、
防
災
の
拠
点
と

な
る
防
災
セ
ン
タ
ー
の
整

備
な
ど
特
色
あ
る
事
業
を

実
施
す
る
と
と
も
に
、
国

の
補
正
予
算
に
呼
応
し
た

事
業
、
地
元
要
望
に
つ
い

て
も
積
極
的
に
対
応
し
、

魅
力
あ
る
豊
川
市
の
実
現

に
向
け
取
り
組
ん
だ
。

【
問
】
市
債
残
高
及
び
公

債
費
の
動
向
と
効
果
は
。

【
答
】
一
般
会
計
の
市
債

残
高
は
、
定
期
の
元
金
償

還
に
加
え
、
１
千
400
万
円

ほ
ど
の
繰
上
償
還
が
で
き

た
た
め
、
30
年
度
末
で

429
億
８
千
万
円
、
対
前
年

度
比
で
20
億
１
千
万
円
減

少
し
、
大
幅
に
減
ら
す
こ

と
が
で
き
た
。
公
債
費
も

平成30年度一般平成30年度一般平成30年度一般平成30年度一般 会計決算を認定会計決算を認定会計決算を認定会計決算を認定
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歳出総額　627.3億円

教育費
61.6億円
9.8%

公債費
51.3億円
8.2%

民生費
258.4億円
41.2%

総務費
84.3億円
13.4%

総務費
84.3億円
13.4%

商工費
14.3億円
2.3%

土木費
50.3億円
8.0%

土木費
50.3億円
8.0%

消防費
26.3億円
4.2%

消防費
26.3億円
4.2%

その他
12.7億円
2.0%

諸支出金
13.4億円
2.1%

歳出

衛生費
54.6億円
8.7%

一般会計の決算額一般会計の決算額

商工業や観光の振興など

道路や橋、公園の整備など

市が借りたお金の返済

市民病院の経営をよくする
ための支払いなど

消防や災害対策など

勤労者支援、農業振興、
災害復旧など

高齢者福祉、障害者福祉、
児童福祉など

給与、選挙、交通安全対策、
防犯対策、文化振興など

保健衛生、環境対策、ごみ処理など

教育環境の整備、
生涯学習など

平成30年度一般平成30年度一般平成30年度一般平成30年度一般 会計決算を認定会計決算を認定会計決算を認定会計決算を認定
平成30年度決算

年
々
減
少
し
て
、
増
加
傾

向
が
続
く
義
務
的
経
費
に

お
け
る
大
き
な
抑
制
効
果

を
あ
げ
て
い
る
。
今
後
も

公
債
費
の
動
向
は
減
少
が

見
込
ま
れ
る
た
め
、
健
全

な
財
政
運
営
に
大
き
な
役

割
を
果
た
す
と
考
え
る
。

【
問
】
歳
出
の
約
半
分
を

占
め
、
増
加
傾
向
で
あ
る

義
務
的
経
費
の
状
況
は
。

【
答
】
人
件
費
で
は
、
地

域
手
当
の
適
用
や
勤
勉
手

当
の
支
給
月
数
の
増
加
に

加
え
、
28
年
度
か
ら
は
職

員
数
も
増
え
、
増
加
傾
向

と
な
っ
て
い
る
。
扶
助
費

は
、
少
子
高
齢
化
の
進
展

や
子
育
て
支
援
施
策
の
充

実
な
ど
社
会
保
障
関
係
費

の
増
加
に
伴
い
、
毎
年
増

加
を
続
け
て
い
る
。
30
年

度
は
臨
時
福
祉
給
付
金
事

業
が
終
了
し
た
こ
と
で
わ

ず
か
に
減
少
し
た
が
、
引

き
続
き
義
務
的
経
費
の
半

分
近
い
額
を
占
め
て
い
る
。

公
債
費
は
、
計
画
的
に
市

債
残
高
の
削
減
を
行
い
、

毎
年
減
少
を
続
け
て
い
る
。

30
年
度
の
総
額
は
、
300
億

円
を
超
え
る
規
模
と
な
っ

た
。

【
問
】
教
育
費
が
土
木
費

を
上
回
っ
て
い
る
主
な
理

由
は
。
今
後
も
こ
の
傾
向

が
続
く
の
か
。

【
答
】
教
育
費
で
は
、
小

学
校
普
通
教
室
空
調
設
備

設
置
や
ト
イ
レ
改
修
事
業

で
約
12
億
円
、
そ
の
他
に

小
中
学
校
校
舎
外
壁
等
改

修
事
業
、
三
河
国
分
寺
跡

土
地
買
上
等
事
業
、
旅
籠

大
橋
屋
保
存
整
備
事
業
な

ど
を
実
施
し
た
。
一
方
、

土
木
費
で
は
、
ス
ポ
ー
ツ

公
園
整
備
事
業
や
橋
り
ょ

う
補
修
工
事
な
ど
を
実
施

し
た
も
の
の
、
29
年
度
に

平
和
公
園
整
備
な
ど
の
大

型
事
業
が
終
了
し
た
た
め

減
少
し
て
い
る
。
事
業
実

施
時
期
や
事
業
費
な
ど
が

未
定
の
中
で
、
現
時
点
で

傾
向
を
把
握
す
る
こ
と
は

困
難
で
あ
る
。

※小数点第２位以下は四捨五入しており、必ずしも合計は一致しません。
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会 計 名
一 般 会 計

合 　 　 計

特
別
会
計

企
業
会
計

収入済額 支出済額

※1万円未満は四捨五入してあり、必ずしも合計額は一致しません。

※1万円未満は四捨五入しています。

657億7,640万円
6億863万円
6億1,587万円
47億4,531万円
1億515万円
1億2,158万円

168億7,071万円
23億486万円
6,339万円
81万円
289万円
445万円
1,114万円

36億3,901万円
2億8,463万円

147億3,556万円
6億5,197万円

1,105億4,237万円

627億2,766万円
4億643万円
4億85万円

40億2,482万円
8,795万円

1億1,026万円
158億3,928万円
22億9,414万円

6,198万円
41万円
97万円
249万円
571万円

30億97万円
16億783万円

152億7,698万円
17億2,391万円

1,075億7,264万円

豊川西部土地区画整理事業
豊川駅東土地区画整理事業
公 共 下 水 道 事 業
農 業 集 落 排 水 事 業
公 共 駐 車 場 事 業
国 民 健 康 保 険
後 期 高 齢 者 医 療
土 　 地 　 取 　 得
一 宮 財 産 区 管 理 事 業
赤 坂 財 産 区 管 理 事 業
長 沢 財 産 区 管 理 事 業
萩 財 産 区 管 理 事 業

水 道 事 業

病 院 事 業

収 益 的
資 本 的
収 益 的
資 本 的

平
成
30
年
度
決
算
の

総
括
と
各
会
計
の
決
算
額

主な事業

●文化ホール公演事業
3,886万円

市制施行75周年事業プラハ交響楽団コ
ンサート始め22公演を開催

●旅籠大橋屋保存整備事業
１億2,991万円

旅籠大橋屋の保存整備及び脇本陣広場
の整備事業を実施

●放課後児童健全育成事業
3億3,314万円

受け入れ体制を整備し、児童クラブを4カ
所増設

●防災センター整備事業
8,284万円

整備工事及び工事監理業務委託を実施

●スポーツ公園整備事業
２億9,968万円

サッカー場、ソフトボール場及び多目的
広場を整備

●小中学校普通教室空調設備設置事業
１０億5,519万円

小学校12校の普通教室に空調設備を
設置

　子
育
て
支
援
施
策
の
充
実
や
東
三
河
広
域
連
合
に
よ
る
介
護

保
険
事
業
の
統
合
、防
災
の
拠
点
と
な
る
防
災
セ
ン
タ
ー
の
整
備

な
ど
特
色
あ
る
事
業
を
実
施
し
、魅
力
あ
る
豊
川
市
の
実
現
に
向

け
た
取
り
組
み
を
し
た
こ
と
が
伺
え
ま
し
た
。

平成30年度各会計決算の状況

平成30年度決算
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暮
ら
し
や
福
祉
へ
の
支
援
が
抑
制
さ
れ
、市
民
の
声
を
聞
か
な
い

市
政
運
営
に
な
っ
て
お
り
反
対
！

賛
　成

反
　対

　
財
政
調
整
基
金
は
95
億
円
を
超
え
、
30
年
度
の
本
市
の
一
人
当
た
り
の
義
務
的

経
費
は
東
三
河
５
市
で
最
も
少
な
く
、
普
通
建
設
事
業
費
は
２
番
目
に
少
な
い
。

職
員
一
人
当
た
り
の
住
民
の
数
は
、
全
国
の
類
似
団
体
17
市
中
３
番
目
に
多
い
。

基
金
を
た
め
て
借
金
を
減
ら
し
た
財
政
力
で
、
今
後
何
を
し
て
い
く
の
か
が
大
き

く
問
わ
れ
て
い
る
。

　
ま
た
、
八
幡
駅
周
辺
の
開
発
、
文
化
会
館
や
市
プ
ー
ル
な
ど
の
公
共
施
設
の
統

廃
合
が
、
市
民
な
ど
と
の
協
議
の
場
も
な
く
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
で
進
め
ら
れ
て
い
る

こ
と
は
市
民
本
位
の
市
政
を
歪
め
る
も
の
で
あ
り
、
ま
た
、
プ
リ
オ
を
建
設
し
た

時
の
反
省
を
踏
ま
え
ず
、
八
幡
駅
周
辺
に
１
０
０
億
円
の
文
化
会
館
や
イ
オ
ン

モ
ー
ル
進
出
の
た
め
の
新
道
路
建
設
な
ど
、
新
た
な
開
発
に
踏
み
出
す
こ
と
は
大

き
な
問
題
を
抱
え
る
こ
と
と
な
る
た
め
、反
対
す
る
。

多
く
の
課
題
や
市
民
ニ
ー
ズ
に
適
切
に
対
応
し
て
お
り
賛
成
！

　
30
年
度
決
算
は
、
過
去
最
大
規
模
と
な
っ
た
が
、
少
子
高
齢
化
の
進
行
な
ど
に

伴
い
増
加
す
る
社
会
保
障
関
係
費
へ
の
対
応
や
、
第
６
次
総
合
計
画
及
び
政
策
ビ

ジ
ョ
ン
に
掲
げ
る
施
策
の
着
実
な
推
進
、
地
元
要
望
な
ど
、
多
く
の
課
題
に
積
極

的
に
取
り
組
ま
れ
た
も
の
と
認
識
し
て
い
る
。

　
子
育
て
支
援
施
策
で
は
、
児
童
ク
ラ
ブ
の
増
設
、
保
育
所
へ
の
年
度
途
中
入
所

予
約
枠
の
拡
大
、
小
学
校
の
校
舎
改
修
や
普
通
教
室
の
空
調
設
備
の
設
置
、
防
災

対
策
で
は
、
防
災
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
や
防
災
基
金
の
創
設
、
社
会
福
祉
施
策
で

は
、
障
害
者
の
就
労
支
援
体
制
の
強
化
や
認
知
症
施
策
、
健
康
づ
く
り
の
推
進
で

は
、
集
団
健
診
ウ
ェ
ブ
予
約
サ
ー
ビ
ス
事
業
な
ど
を
実
施
し
て
い
る
。ま
た
、
市
債

残
高
の
削
減
や
施
設
の
適
正
配
置
に
も
努
め
て
お
り
、
多
く
の
課
題
や
市
民
要
望

に
対
応
し
た
、全
体
と
し
て
は
良
好
な
決
算
で
あ
り
、賛
成
す
る
。

主な討 論

※会派別賛否の状況については、8ページの議決状況の一覧でご確認ください。

28年4月1日 病院事業基金を設置

※小数点第2位以下は四捨五入しています。

0

100

200

300

400

500

600

29年度28年度27年度26年度 30年度

0

50

100

150

200

29年度28年度27年度26年度

【基金（貯金）の５年間の推移】

【市債（借金）の５年間の推移】
（億円）

（億円） 一般会計 特別会計 企業会計

一般会計 特別会計 企業会計

132.7

17.9

150.7

18.4

161.9

20.2 20.0

167.6

23.7 25.0

30年度

182.3

16.9
30.0

429.8

230.5

156.0

513.5

246.0

185.7

491.1

239.8

177.3177.3

475.8

237.2

168.7

449.9

232.8

162.0

平成30年度一般会計決算の認定

平成30年度決算
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議案　議審
　９月定例会は、８月26日から９月20日までの26日間を会期として開かれました。
　令和元年度一般会計補正予算を始めとした21議案のほか、平成30年度各会計の決算認定15
件、報告７件が提出されました。そのほか、請願１件が審議されました。また、13人が一般質問を行
いました。

一般会計補正予算

○交通安全施設整備事業費（537万2千円追加）
　保育所等から半径500メートル以内の防護柵等の設置されていない交差点に防護柵を設置するもの。
○公立保育所施設整備費（1,054万6千円追加）
　保育の環境改善を図るため園庭遊具配置計画策定委託料や、改築を予定している小坂井東保育園にかかる基
本計画策定委託料などを追加するもの。
○母子保健事業費（137万5千円追加）
　マイナポータルを活用し母子保健情報を確認できる仕組みを構築するため、健康カルテシステム改修委託料を
追加するもの。
○墓園管理費（2,267万4千円追加）
　合葬式墓地建設候補地の不動産鑑定手数料や、大雨により崩れた久保坂墓地法面改修工事費などを追加する
もの。
○市費単独土地改良事業費（1,698万円追加）
　千両町地内の農道整備工事費や、善光寺川の堰撤去等工事費を追加するもの。
○空家等対策推進事業費（920万円追加）
　補助申請件数が増加しているため、老朽空家等解体費補助を追加するもの。
○市費単独整備事業費（1,150万円追加）
　白川散策路整備のための設計及び調査測量委託料を追加するもの。
○篠束野口線改良事業費（2,100万円追加）
　篠束野口線の交差点５箇所の設計及び調査測量委託料を追加するもの。
○都市公園整備事業費（1,300万円追加）
　赤塚山公園の老朽化した遊具の取替えのため、改修工事費を追加するもの。
○都市公園維持管理費（3,550万円追加）
　赤塚山公園始め３３カ所の支障木伐採などのための樹木管理委託料や、弘法山公園のフェンス改修や一宮錦
公園のパーゴラ設置などのための補修工事費を追加するもの。

○印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正
　住民基本台帳法施行令の一部改正を踏まえ、印鑑登録に旧氏を使用できるようにするとともに、所要の規定の
整備を行うもの。
○特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正
　特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の一部改正に伴い、食事の提供に要する
費用の取扱いを変更するとともに、一定の特定地域型保育事業者について、連携施設の確保に係る基準を緩和す
る等の措置を講じ、併せて所要の規定の整備を行うもの。

原案可決

条例の一部改正 全て
原案可決
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議案　議審
　９月定例会は、８月26日から９月20日までの26日間を会期として開かれました。
　令和元年度一般会計補正予算を始めとした21議案のほか、平成30年度各会計の決算認定15
件、報告７件が提出されました。そのほか、請願１件が審議されました。また、13人が一般質問を行
いました。

一般会計補正予算

○交通安全施設整備事業費（537万2千円追加）
　保育所等から半径500メートル以内の防護柵等の設置されていない交差点に防護柵を設置するもの。
○公立保育所施設整備費（1,054万6千円追加）
　保育の環境改善を図るため園庭遊具配置計画策定委託料や、改築を予定している小坂井東保育園にかかる基
本計画策定委託料などを追加するもの。
○母子保健事業費（137万5千円追加）
　マイナポータルを活用し母子保健情報を確認できる仕組みを構築するため、健康カルテシステム改修委託料を
追加するもの。
○墓園管理費（2,267万4千円追加）
　合葬式墓地建設候補地の不動産鑑定手数料や、大雨により崩れた久保坂墓地法面改修工事費などを追加する
もの。
○市費単独土地改良事業費（1,698万円追加）
　千両町地内の農道整備工事費や、善光寺川の堰撤去等工事費を追加するもの。
○空家等対策推進事業費（920万円追加）
　補助申請件数が増加しているため、老朽空家等解体費補助を追加するもの。
○市費単独整備事業費（1,150万円追加）
　白川散策路整備のための設計及び調査測量委託料を追加するもの。
○篠束野口線改良事業費（2,100万円追加）
　篠束野口線の交差点５箇所の設計及び調査測量委託料を追加するもの。
○都市公園整備事業費（1,300万円追加）
　赤塚山公園の老朽化した遊具の取替えのため、改修工事費を追加するもの。
○都市公園維持管理費（3,550万円追加）
　赤塚山公園始め３３カ所の支障木伐採などのための樹木管理委託料や、弘法山公園のフェンス改修や一宮錦
公園のパーゴラ設置などのための補修工事費を追加するもの。

○印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正
　住民基本台帳法施行令の一部改正を踏まえ、印鑑登録に旧氏を使用できるようにするとともに、所要の規定の
整備を行うもの。
○特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正
　特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の一部改正に伴い、食事の提供に要する
費用の取扱いを変更するとともに、一定の特定地域型保育事業者について、連携施設の確保に係る基準を緩和す
る等の措置を講じ、併せて所要の規定の整備を行うもの。

原案可決

条例の一部改正 全て
原案可決

○地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正
　都市計画で定める地区計画の変更に伴い、八幡駅南地区整備計画区域の区域内における建築物に係る制
限を見直すもの。
○水道事業給水条例の一部改正
　水道法の一部改正に伴い、指定給水装置工事事業者の指定の更新に係る手数料を定めるとともに、事務
の合理化を図るため、給水装置の所有者の代理人の設置要件を見直し、併せて水道法施行令の一部改正に
伴い、所要の規定の整備を行うもの。

○会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定
　地方自治法及び地方公務員法の一部改正により、会計年度任用制度が創設されたことに伴い、会計年度職
員の給与及び費用弁償について必要な事項を定めるため、条例を制定するもの。
○会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例の制定
　地方自治法及び地方公務員法の一部改正により、会計年度任用制度が創設されたことに伴い、会計年度職
員任用制度の導入に当たって所要の措置を講ずるとともに、字句の整理等所要の規定の整備を行うため、関
係条例の整備を行うもの。
○歯と口腔の健康づくり推進条例の制定
　歯と口腔の健康づくりに関する基本理念や施策の基本となる事項を定めることにより、歯と口腔の健康づ
くりを総合的に推進し、市民の生涯にわたる健康で質の高い生活の確保に寄与するため、条例を制定するもの。

条例の制定 全て
原案可決

○小坂井地域交流会館（仮称）建設工事のうち建築工事請負契約の締結　
　契約金額　10 億 4,436 万円
○小坂井地域交流会館（仮称）建設工事のうち電気設備工事請負契約の締結
　契約金額　１億 7,712 万円
○小坂井地域交流会館（仮称）建設工事のうち機械設備工事請負契約の締結
　契約金額　１億 6,651万 80 円
　新たに整備する小坂井地域交流会館（仮称）の建築工事、電気設備工事、機械設備工事の請負契約を締
結するもの。

契約案件 全て
原案可決
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主な討論

請願第１号　豊川市プールの廃止を撤回し、存続・新設を求める請願
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【請願者】　井上　香都子（請願署名者数 2,806 名）
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33　令和元年度一般会計補正予算（第２号）

34　令和元年度東三河都市計画事業豊川駅東土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

35　令和元年度後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

36　印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正

37　手数料条例の一部改正について（建設部関係）

38　手数料条例の一部改正について（消防本部関係）

39　災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正

40　保育所条例の一部改正

41　特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正

42　地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正

43　水道事業給水条例の一部改正

44　消防団条例の一部改正

45　会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定

46　会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例の制定

47　成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する

　　 法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定

48   歯と口腔の健康づくり推進条例の制定

49　市道路線の認定

50　小坂井地域交流会館（仮称）建設工事のうち建築工事請負契約の締結

51　小坂井地域交流会館（仮称）建設工事のうち電気設備工事請負契約の締結

52　小坂井地域交流会館（仮称）建設工事のうち機械設備工事請負契約の締結

53　30年度水道事業会計未処分利益剰余金の処分

請願１ 豊川市プールの廃止を撤回し、存続・新設を求める請願

認定１ 30年度一般会計決算の認定

認定２ 30年度東三河都市計画事業豊川西部土地区画整理事業特別会計決算の認定

認定３ 30年度東三河都市計画事業豊川駅東土地区画整理事業特別会計決算の認定

認定４ 30年度公共下水道事業特別会計決算の認定

認定５ 30年度農業集落排水事業特別会計決算の認定

認定６ 30年度公共駐車場事業特別会計決算の認定

認定７ 30年度国民健康保険特別会計決算の認定

認定８ 30年度後期高齢者医療特別会計決算の認定

認定９ 30年度土地取得特別会計決算の認定

認定10　30年度一宮財産区管理事業特別会計決算の認定

認定11　30年度赤坂財産区管理事業特別会計決算の認定

認定12　30年度長沢財産区管理事業特別会計決算の認定

認定13　30年度萩財産区管理事業特別会計決算の認定

認定14　30年度水道事業決算の認定

認定15　30年度病院事業決算の認定

報告８　損害賠償の額の決定に関する専決処分の報告

報告９　30年度一般会計継続費の精算

報告10　豊川市土地開発公社の30年度事業報告

報告11　豊川市開発ビル株式会社の経営状況

報告12　株式会社本宮の経営状況

報告13　公益財団法人豊川市国際交流協会の経営状況

報告14　公益社団法人豊川文化協会の経営状況
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報告8～14については、報告のみで採決はありません。

未来―とよかわ未来（２１）　公明―公明党市議団（3）　共産―日本共産党豊川市議団（2）無会派―1人会派（４）
※（　）内は所属人数で、議長は表決に加わりません。

■9月定例会 ○賛成・×反対

32　小坂井庁舎解体工事請負契約の締結

議 　 案 　 名
会 派 別 賛 否 状 況 議 決

結 果

可決

未来 公明 共産 無会派

○ ○ ○ ○

未来―とよかわ未来（２１）　公明―公明党市議団（3）　共産―日本共産党豊川市議団（2）無会派―1人会派（４）
※（　）内は所属人数で、議長は表決に加わりません。

■7月臨時会 ○賛成・×反対
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